
地方公共団体名 秋田県 

 

１．設置されている保健・福祉に関する事務所等 

事務所等名 箇所数

福祉事務所 ８ 

保健所（市町村保健ｾﾝﾀｰ） ８ 

児童相談所 １ 

婦人相談所 １ 

身体障害者更生相談所 １ 

知的障害者更生相談所 １ 

精神保健福祉センター １ 

 

 

２．統合事務所の概要 

統合事務所名 健康福祉センター 

地域振興局福祉環境部

統合事務所箇所数 ８箇所 

統 合 時 期 平成１２年４月 

平成１５年４月 

 

 

  秋田県では、県内を概ね１市１郡で構成さ

れる８つの地域に分け、各地域ごとに県の主

要な出先機関が入居する総合庁舎を設置し県

民に身近な行政サービスを提供してきた。 

  ほとんどの県福祉事務所が総合庁舎内に、

保健所が別棟だが同一敷地内にそれぞれ配置

され、地域における保健・医療・福祉行政の

拠点としての役割を果たしてきたが、少子高

齢社会の急速な進行や地方分権の進展、歯止

めがかからない人口減少など社会情勢が変化

する中で増大多様化する行政ニーズに対応し、

地域の視点に立った保健・医療・福祉行政サー

ビスを一体的に提供するための簡素で機動性

に富む行政組織の必要性が高まってきたこと

から、平成１２年４月に保健所と福祉事務所

を統合し健康福祉センターを設置した。 

  その後さらに、県の出先機関全般について

見直しを行い、地域を起点とした地域づくり

を支援する総合的な行政を推進するため、平

成１５年４月、前述の８つの地域に保健医療

も含め建設、農林、県税などの機関を統合し

た地域振興局を設置し、地方機関の機能強化

を行った。 

  これにより、健康福祉センターは地域振興

局福祉環境部として、局内の一部に位置づけ

られるようになり、保健・医療・福祉の連携

はもとより、他の行政分野とも連携をとりな

がら地域の課題に総合的に取り組んでいる。 

  地域振興局福祉環境部においては、県民に

対して、保健・医療・福祉に関する相談受付

や情報提供を一元的ｄに行うなどの保健所及

び福祉事務所が行うべき行政サービスを総合

的に提供するとともに、市町村が行う住民に

対する直接的なサービスの効果的な展開を促

進するため、保健・福祉両面における統一的

な市町村支援を行っている。 

  平成１２年４月の健康福祉センター発足時

は、同一敷地内であるものの、保健・福祉が

別棟に分かれて執務を行う状況でスタートし

たが、より統合の効果を高めるため、各地域

の総合庁舎と別棟になっていた旧保健所建物

増築工事を基本とするワンフロアー化を年次

計画で行い、平成１５年までに県内８地域す

べてのワンフロアー化が完了し、保健・福祉

の両担当が同一のフロアーに配置され、お互

いの情報や課題を共有しながら業務に当たっ

ている。 

  なお、保健所及び福祉事務所は法律で設置

が義務づけられ、その事務内容も法律で定め

られていることから、それぞれ、地域振興局

福祉環境部と併置することとし、部長が保健

所長を、次長が福祉事務所長を兼務するのを

はじめ、それぞれの職員が保健所、福祉事務



所あるいは両方の兼務職員として発令されて

おり、法律で定められた事務に係る執行体制

を確保するとともに、その責任の所在を明ら

かにしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．統合効果 

(1)住民サービスの向上 

  地域振興局福祉環境部においては、特別

に一元化された窓口を設けていないが、保

健担当と福祉担当が同一のフロアーで執務

を行なっており、保健と福祉の両分野に関

わる相談に総合的かつ迅速に対応している。   

  また、福祉の現業職員と保健の専門職を

同一のセクションに配置し、精神障害や酒

害、疾病を抱える者のいる生活困窮世帯に

対して、保健と福祉の両面から必要な指導

援助を一体的に行っているほか、対象者の

年齢により保健所と福祉事務所に対応が分

かれていた障害児・者に対する担当を同一

セクションにし、「障害児」から「障害者」

への確実なフォローを継続的に行っている。 

  さらには、住民サービスの向上に資する

ため、新任職員等に対して保健・福祉両分

野にわたる基礎的な知識・技術を習得する

ための研修を実施しており、幅広い視野に

立った事務の執行と県民の多様なニーズに

応え、ライフステージに応じた保健・医療・

福祉サービスの一体的提供に努めている。 

【地域振興局福祉環境部組織図】 
福祉環境部長（保健所長兼務） 

  

福祉環境部次長（福祉事務所長兼務 

 

  企画福祉課   企画調整班 

          児童・障害者班 

          生活保護班 

  健康・予防課  健康増進班 

          疾病予防班 

  環境指導課   環境・公害班 

          食品衛生班 

  試験検査課   試験検査班 

  なお、住民サービスが向上した具体的な

事例については別紙（Ｐ○～Ｐ○）のとお

りである。 

   

(2)組織・人員 

  地域振興局福祉環境部においては、保

健・福祉分野に関する調整部門として事務

職と保健の専門職である保健師で構成する

企画福祉課企画調整班を設置し、保健・医

療・福祉の連携等に係る横断的な施策の企

画調整、各種計画の策定、進行管理等を総

合的コーディネート及び保健福祉関連情報

の管理・分析・普及啓発を行うとともに、

農林や建設などの他の行政分野との連携の

調整を行っている。 

  また、総務経理事務が統合されたことに

よる人員の削減は、平成１２年４月の健康

福祉センター発足時は１～２名程度の削減

であったが、現在は地域振興局単位で総務

経理事務を統合し、５～６名程度の削減と

なっており、事務の効率化が進んでいる。 

  さらに、福祉事務所機能である生活保護

業務において、必要に応じて保健所機能の

担当者（保健師）と合同でケース検討会や

合同家庭訪問を行うなどの密接な連携が可

能となり、対象者に対するより適切な指導

援助が行われている。 

 



(3)施設・設備 

  組織の統合にあたり、事務庁舎の統合は、

前述のとおり旧保健所の庁舎を増築し、同

一敷地内の総合庁舎内にあった福祉事務所

を移転して行ったことから、経費的なメ

リットは生じていないが、改築工事時に庁

舎のバリアフリー化を充実させたほか、来

所相談者が相談しやすい配置を工夫するな

ど、住民の利便性の向上に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)行政運営 

  秋田県においては、保健医療計画等の各

種計画に係る会議等を企画調整部門が中心

となって、必要に応じて保健・福祉部門が

連携して開催するなど、両担当が保健・福

祉に係る施策の推進方向や行政課題につい

ての問題意識を共有して、施策を推進して

いる。 

  とくに、地域の保健・医療・福祉に関す

る総合的な行政機関とする統合のメリット

を十分に発揮し、住民により役立つ行政機

関とするため、健康福祉センターに統合し

た翌年度の平成１３年度に、所管地域ごと

の健康・福祉に関する課題解決に取り組む

「地域の健康・福祉増進事業」を平成１５

年度までの間実施しており、地域の課題の

把握や事業の企画立案、実施などを、地域

マネジメントの視点から保健・福祉の両担

当が協力・連携して各事務所ごとに独自に

実施している。 

  統合以前から保健所の圏域と福祉事務所

の圏域は同一で、所在も同一の敷地内に

あったものの、保健と福祉の両分野にまた

がる事例やどちらとも言えない事例につい

ては、対応が遅れるような場面もあったが、

今では、指揮命令系統も一本化されていお

り、上記のような事業を通じて、職員間に

も一つの組織との認識が定着していること

から、迅速な対応が可能になっている。ま

た、社会福祉施設の指導担当（福祉）と集

団給食施設指導担当（保健）が日程を調整

し、施設の監査指導に合わせて給食施設の

指導を行うなど、指導対象の負担軽減とよ

り効果的な指導を行うための工夫が見られ

るようになり、保健・福祉両担当が日常的

な情報交換を行い、相互理解を深めながら、

関係業務を理解し、より適切な業務遂行が

なされている。 

  このほか、保健・医療・福祉の連携が不

可欠な老人福祉計画、障害者福祉計画の策

定や高齢者及び障害者等の福祉サービスの

提供など市町村事業のより効果的な推進の

ため、保健・福祉の両面にわたる一体的な

助言や支援を行っている。 

 

担当：秋田県健康福祉部福祉政策課 

ＴＥＬ ０１８－８６０－１３１３ 

ＦＡＸ ０１８－８６０－３８４１ 

 
 
 
 
 
 

（統合事務所等の写真） 



 

（ 別 紙 ） 
住民サービスの向上に関する具体的な統合効果について 

対 象 者 の 区 分 ○障害者        ○高齢者 

○母子家庭       ○児童（児童虐待防止、子育て支援） 

○婦人保護、ＤＶ    ○難病 

●こころの健康     ○その他（         ） 

当該対象者の概要 

 

 統合失調症患者で精神保健福祉手帳２級を所持している。 

 ひとり暮らしで生活保護を受けている。 

これまでの経過  精神科医療機関に長期間入院していたが、病状の安定により退

院することになった。しかし、親類はこれまでの経緯から本人の

引き取りを拒否した。 

 このため、保健担当者と福祉担当者が連携して、対象者の新た

な生活の場の確保の支援を行った。 

保 健 ・ 福 祉 の 

連 携 状 況 

 障害者担当（保健）と生活保護担当（福祉）が合同でケース検

討会を開催し、対象者の状況やそれぞれの担当の役割を確認しな

がらケースに対応した。 

 障害者担当は、主に対象者の相談援助や病院や社会復帰施設と

の連絡調整を行い、生活保護担当は、経済的な生活基盤の確保な

ど、在宅生活の基盤の確保を指導助言を行った。 

サ ー ビ ス 向 上 

の ポ イ ン ト 

 保健・福祉の両担当が合同でケース検討会を随時開催し、対象

者の状況の変化に応じた迅速な対応を行った。 

 保健・福祉の担当者がお互いの役割分担を確認しながら、効率

的ケース対応を行った。 

 

 

 



 

（ 別 紙 ） 
住民サービスの向上に関する具体的な統合効果について 

対 象 者 の 区 分 ○障害者        ○高齢者 

○母子家庭       ●児童（児童虐待防止、子育て支援） 

○婦人保護、ＤＶ    ●難病 

●こころの健康     ○その他（         ） 

当該対象者の概要 

 

４０歳代男性。精神疾患及び難病を患っている。無職。家族にも

難病患者を有する。 

これまでの経過  無職のため生活保護を申請したが、同居する親族に預貯金があ

ることから、これを活用することにより保護申請は取り下げ。 

 生活保護申請の相談から、対象者の酒乱傾向による家族への暴

力や、難病わ患う家族の存在など、生活保護以外の事項に関する

問題が当該事務所で把握された。 

  

保 健 ・ 福 祉 の 

連 携 状 況 

 生活保護担当において相談対象者だけでなく、家族が様々な問

題を有していることが確認できたため、児童福祉担当、精神保健

担当と情報交換を行い、連携して、世帯全体の問題を一元的に対

処した。 

サ ー ビ ス 向 上 

の ポ イ ン ト 

 生活保護申請がきっかけだったが、生活保護担当が、相談対象

者だけでなく、保健担当の協力を得ながら、その外の家族が有し

ている問題を把握し、保健・福祉に係る各担当が協力、連携して

対処し、生活保護申請はならなかったが、対象者の子どもの施設

入所や妻の難病登録など、家族全体の自立や生活向上の支援を行

うことができた。 

 
 
 

 



 

（ 別 紙 ） 
住民サービスの向上に関する具体的な統合効果について 

対 象 者 の 区 分 ○障害者        ○高齢者 

○母子家庭       ○児童（児童虐待防止、子育て支援） 

○婦人保護、ＤＶ    ○難病 

●こころの健康     ○その他（         ） 

当該対象者の概要 

 

 ４０歳代男性。統合失調症で通院中。両親と同居。  

これまでの経過  ２０歳代で統合失調症を発病し、その後生活保護を受給してい

る。 

保 健 ・ 福 祉 の 

連 携 状 況 

 生活保護担当による保護受給者への定期的な家庭訪問により、

当該対象者が家族へ暴力をふるったり、服薬をきちんとしていな

い状況が確認されたことから、精神保健担当の保健師と連携、協

力し、精神障害者グループホームへの入居に結びつけ、対象者及

び家族の生活の向上や自立支援を行った。 

サ ー ビ ス 向 上 

の ポ イ ン ト 

 問題が深刻化する前に、精神保健担当が状況を確認できたこと

から、保健師により的確なアドバイスが迅速に得られ、早い段階

で本人の自立生活向上のためのより適切な処遇が取られた。 

 

 


